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事業評価シート

№23

管理番号 事業名 家庭教育推進事業 評価時期 25年7月

担当課 教育課 担当名 生涯学習・スポーツ担当

事業期間 □単年度　■単年度繰返（平成１７年度開始）　□期間限定（　　　年度～Ｈ　　年度）

根拠法令 町条例・要綱等

予算
科目

一般会計

科目
教育費 社会教育費

生涯教育推進費 生涯教育推進事業費

総合計画の
位置づけ

(後期基本計画)

「心豊かな人と文化を育むまち」づくり

生涯学習の充実

家庭の教育力向上と青少年の社会力の育成

対　象
（誰、何を）

　ＰＴＡ、一般町民に対する学習会等

意　図
（事業の狙い）

　保護者、ＰＴＡ会員、児童生徒等が参加する様々な機会を活用し、現在求められている
家庭教育に関する学習機会の場を提供する。また、関係団体が主体となって事業展開を
図ることにより、団体の育成を図る。

見直しの履歴
　19年度まで国委託事業（100％）、20・21年度は町単独事業、22年度から家庭教育講座
は補助2/3、町持ち出し分1/3、幼児教育講座及び読み聞かせ支援事業は町単独事業

実施内容

　小・中学校との共催により、保護者等が家庭教育について学習する機会として子
育ち講座を開催した。また、子育て支援関係団体との共催により親子で体験できる
講座として幼児共育ふれあい広場を開催し、読み聞かせ、レクリエーション、陶芸
教室を行った。
　読み聞かせボランティア支援事業として、研修会等によりスキルアップを図っ
た。

区　分 Ｈ20決算 Ｈ21決算 Ｈ22決算 Ｈ23決算 Ｈ24決算

費
用

   事業費合計 172 40 96 122

費用合計

168

人
件
費

主担当職員

その他職員

その他

172 40 96 122 168

財
源

特
財

国・県補助金 172 47 109

地方債

その他財源

一般財源 40 96 75 59

コストの
増減理由

事業増による講師謝礼、需用費の増
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事業評価シート

【項目別評価】（Ａ高～Ｄ低）

A A B

✔�

【総合評価と改善計画】

ランク

【外部評価と評価委員意見】

妥当性
（行うことは適当か）

効率性
(削減余地がないか)

有効性
(成果が向上しているか)

当初の目的を達成している
事業費を節減する余地が
ある

上位施策にあまり貢献して
いない

住民ニーズが低下、または
サービス過剰

従事人数を節減する余地
がある

対象を見直す余地がある

国・県事業と重複 事務改善の余地がある
成果向上のために事業内容
を見直す余地がある

民間と競合している
町民負担を見直す余地が
ある

継続実施しても成果向上の
余地がない

理由 理由 理由

　当該事業は、家庭のみならず地
域における家庭教育の重要性や
ボランティア活動の支援を含めた
事業として、必要な施策である。

　講師謝金、受講に関わる用紙
代等消耗品の計上のみであるた
め、削減の余地はない。

　より参加者のニーズに対応する
ため、常に事業内容を見直す必
要がある。

Ａ:計画どおり事業推進が適当　　　　Ｂ:事業の進め方に改善が必要
Ｃ:事業規模、内容等の見直しが必要　Ｄ:事業の統合、休・廃止が必要

総合評価

　講座内容の充実、内容の理解を深め、学習意欲を高めることができた。関
係機関との連携を図り、参加への周知方法に幅ができた。
　近年の少子化や家族形態の変化に伴い、地域を含めた家庭教育への理
解を図るなど、講座内容の検討する。

B

町民・議会等の
要望・時期等

今後の方向性 □廃止　□休止　□終了　□統合　□継続　■一部見直し　→ 見直しの方向性

改善計画

　参加者へアンケートを実施し、ニーズを把握する。
学習機会の充実を図るとともに、講演のほか参加型学習も併
せて行う。
　関係機関との連携を強化し、情報の収集および周知を図
る。
　男性向け講座や祖父母向け等、当町の現状に合わせた講
座を開催する。

減
↑

費
用
↓

増
✔�

　　縮小 ← 成果 → 拡大

委員意見

B 　家庭教育の重要性や必要性は年々増加してきているため、事業内容の見直しを図
りつつ、継続して行っていく必要がある。


